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本　　　則

１　契 約 種 別
　この料金表の契約種別は、「ぐっとずっと。
プラン 電化Styleコース（以下『電化Styleコー
ス』といいます。）」といたします。

２　料金表の変更
（１）　当社は、民法第548条の４の規定にもとづ

き、この料金表を変更することがあります。
この場合、契約期間満了前であっても、電気
料金その他の供給条件は、変更後の料金表に
よります。

（２）　消費税および地方消費税の税率が変更され
た場合には、当社は、変更された税率にもと
づき、この料金表を変更いたします。この場
合、契約期間満了前であっても、電気料金そ
の他の供給条件は、変更後の料金表によりま
す。

（３）　お客さまの需要場所を供給区域とする一般
送配電事業者または配電事業者（以下「当該
一般送配電事業者等」といいます。）が定め
る託送供給等約款およびその他の供給条件等

（以下「託送約款等」といいます。）の変更ま
たは法令の制定もしくは改廃により、この料
金表を変更する必要が生じた場合、当社は、
変更後の託送約款等または法令をふまえ、こ
の料金表を変更することがあります。この場
合、契約期間満了前であっても、電気料金そ
の他の供給条件は、変更後の料金表によりま
す。

（４）　当社は、この料金表を変更する場合、変更
前は、変更しようとする内容を、変更後は、
変更した内容、需給契約が成立した日、供給
地点特定番号ならびに当社の名称および所在
地を、電磁的方法等によりお客さまにお知ら
せいたします。この場合、お客さまが希望さ
れるときを除き、当該変更の内容以外のお知
らせについては省略することがあります。

３　適 用 範 囲
　電気サービス約款（以下「サービス約款」と
いいます。）の電灯需要（最大需要容量６キロ
ボルトアンペア未満）または電灯需要（契約電
力６キロワット以上）の適用範囲に該当する需
要で、次のいずれにも該当し、かつ、お客さま
が１年を通じてこの電化Styleコースの適用を
受けることを希望される場合に適用いたしま
す。

（１）　別表１（夜間蓄熱式機器）に定める小型機

器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）
または別表２（オフピーク蓄熱式電気温水器）
に定める小型機器（以下「オフピーク蓄熱式
電気温水器」といいます。）を使用し、かつ、
夜間蓄熱式機器の総容量（入力）またはオフ
ピーク蓄熱式電気温水器の総容量（入力）が
１キロボルトアンペア以上であること。

（２）　５（季節区分および時間帯区分）に定める
デイタイム以外の時間帯への負荷移行が可能
な需要（その負荷の使用目的から、使用時間
帯を変更することが可能な電気機器を使用す
る需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等
の集合住宅の共用灯等の需要は含みません。）
であること。

（３）　お客さまが新たに電気の需給契約を希望さ
れる際は、別表４（みなし契約電力の算定）
によって算定されたみなし契約電力が50キロ
ワット未満であること。ただし、１需要場所
において電気特定小売供給約款（以下「供給
約款」といいます。）の低圧電力、臨時電力
もしくは農事用電力または選択約款の季節別
時間帯別電力もしくは融雪用電力とあわせて
契約する場合は、みなし契約電力と契約電力
との合計が50キロワット未満であること。

４　供給電気方式、供給電圧および周波数
　供給電気方式および供給電圧は、交流単相３
線式標準電圧100ボルトおよび200ボルトとし、
周波数は、標準周波数60ヘルツといたします。
ただし、供給電気方式および供給電圧について
は、技術上または当該一般送配電事業者等の供
給設備の都合でやむをえない場合には、交流単
相２線式標準電圧100ボルトまたは200ボルトと
することがあります。

５　季節区分および時間帯区分
（１）　季節区分は、次のとおりといたします。

イ　夏　　季
　　毎年７月１日から９月30日までの期間を

いいます。
ロ　その他季
　　毎年４月１日から６月30日および毎年10

月１日から翌年３月31日までの期間をいい
ます。

（２）　時間帯区分は、次のとおりといたします。
イ　デイタイム
　　毎日午前９時から午後９時までの時間を

いいます。ただし、別表３（休日等）に定
める日の該当する時間を除きます。
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いたします。

夏季料金 その他季料金
１キロワット
時につき

46円46銭 44円40銭

ロ　ナイトタイム

１キロワット時につき 30円35銭

ハ　ホリデータイム

１キロワット時につき 30円35銭

７　払込票等および検針結果のお知らせ発行手数
料

（１）　払込票等発行手数料
　　　お客さまが振込払いで料金を支払われる場

合等の払込票等発行手数料は、次のとおりと
いたします。

１契約１料金算定期間につき 55円00銭

（２）　検針結果のお知らせ発行手数料
　　　当社が検針の結果を書面でお知らせする場

合の検針結果のお知らせ発行手数料は、次の
とおりといたします。

１契約１料金算定期間につき 55円00銭

８　使用電力量等の計量および算定
（１）　使用電力量は、原則として記録型計量器に

より計量し、料金の算定期間における使用電
力量は、次の場合ならびに（７）および（８）
の場合を除き、時間帯ごとに、30分ごとの使
用電力量（乗率を有する計量器の場合は、乗
率倍するものといたします。）を合計した値
といたします。　　　　
イ　サービス約款20（検針日）（２）の場合で、

検針を行なわなかったときの使用電力量
は、計量値を確認するときを除き、前回の
検針の結果によるものとし、次回の検針の
結果の１月平均値（月数による平均値とい
たします。）によって精算いたします（そ
の１月に夏季およびその他季がともに含ま
れる場合には、その１月のデイタイムの使
用電力量は、その１月に含まれる夏季およ
びその他季の日数の比であん分してえた値
といたします。）。ただし、サービス約款23

（料金の算定）（１）イ、ロまたはハに該当
する場合は、次回の検針の結果を料金の計
算上区分すべき期間の日数に契約電力を乗
じた値の比率によりあん分してえた値に

ロ　ナイトタイム
　　デイタイムおよびホリデータイム以外の

時間をいいます。
ハ　ホリデータイム
　　別表３（休日等）に定める日の全ての時

間をいいます。

６　料　　　金
　料金は、基本料金、電力量料金およびサービ
ス約款別表１（再生可能エネルギー発電促進賦
課金）（３）によって算定された再生可能エネ
ルギー発電促進賦課金の合計といたします。た
だし、電力量料金は、サービス約款別表２（燃
料費調整）（１）イによって算定された平均燃
料価格が80,300円を下回る場合は、サービス約
款別表２（燃料費調整）（１）ニによって算定
された燃料費調整額を差し引いたものとし、
サービス約款別表２（燃料費調整）（１）イによっ
て算定された平均燃料価格が80,300円を上回る
場合は、サービス約款別表２（燃料費調整）（１）
ニによって算定された燃料費調整額を加えたも
のとし、サービス約款別表３（離島ユニバーサ
ルサービス調整）（１）イによって算定された
離島平均燃料価格が79,300円を下回る場合は、
サービス約款別表３（離島ユニバーサルサービ
ス調整）（１）ニによって算定された離島ユニ
バーサルサービス調整額を差し引いたものと
し、サービス約款別表３（離島ユニバーサルサー
ビス調整）（１）イによって算定された離島平
均燃料価格が79,300円を上回る場合は、サービ
ス約款別表３（離島ユニバーサルサービス調整）

（１）ニによって算定された離島ユニバーサル
サービス調整額を加えたものといたします。

（１）　基本料金
　　　基本料金は、契約電力に応じ１月につき次

のとおりといたします。ただし、まったく電
気を使用しない場合の基本料金は、半額とい
たします。

１契約につき最初の10キロ
ワットまで

2,018円72銭

上記をこえる１キロワット
につき　

480円37銭

（２）　電力量料金
　　　電力量料金は、その１月の時間帯別の使用

電力量によって算定いたします。
イ　デイタイム
　　デイタイムのうち、夏季に使用された電

力量には夏季料金を、その他季に使用され
た電力量にはその他季料金をそれぞれ適用
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９　夜間蓄熱式機器等にかかわる取扱い
（１）　夜間蓄熱式機器

イ　夜間蓄熱式機器とは、別表１（夜間蓄熱
式機器）に該当する貯湯式電気温水器およ
び蓄熱式電気暖房器等の機器をいいます。

ロ　別表１（夜間蓄熱式機器）（１）の「主
として毎日午後11時から翌日の午前８時ま
での間に通電する機能」とは、次の場合を
含みます。

（イ）　お客さまが当該機器への主たる通電時
間を毎日午後11時から翌日の午前８時ま
での間とすることのできる装置を取り付
けた場合

（ロ）　附則３（夜間蓄熱式機器の計量等にか
かわる特別措置）（１）または（２）の
場合で、当該一般送配電事業者等が当該
機器への電気の供給を遮断する装置また
は計量器を取り付けた場合

　　　なお、この場合には、電気の供給を遮
断する装置は、託送約款等に定める区分
装置として取り扱うものといたします。

ハ　夜間蓄熱式機器を取り付けもしくは取り
替えまたは取り外される場合は、当社に申
し出ていただきます。

ニ　当社は、別表１（夜間蓄熱式機器）に定
める夜間蓄熱式機器の機能を確認させてい
ただきます。この場合、当社は、夜間蓄熱
式機器の機能を証明する書類等を提示して
いただくことがあります。

（２）　オフピーク蓄熱式電気温水器
イ　オフピーク蓄熱式電気温水器とは、別表

２（オフピーク蓄熱式電気温水器）に該当
する貯湯式電気温水器および給湯機能と床
暖房等の機能とをあわせて有する貯湯式電
気温水器等の機器をいいます。

ロ　オフピーク蓄熱式電気温水器を取り付け
もしくは取り替えまたは取り外される場合
は、当社に申し出ていただきます。

ハ　当社は、別表２（オフピーク蓄熱式電気
温水器）に定めるオフピーク蓄熱式電気温
水器の機能を確認させていただきます。こ
の場合、当社は、オフピーク蓄熱式電気温
水器の機能を証明する書類等を提示してい
ただくことがあります。

10　そ の 他
　この料金表に定めのない規定については、
サービス約款の電灯需要（契約電力６キロワッ
ト以上）にかかわる規定によります。

よって精算いたします。
ロ　サービス約款20（検針日）（７）の場合で、

検針を行なわなかったときの使用電力量
は、計量値を確認するときを除き、原則と
して前回の検針の結果の１月平均値による
ものとし、次回の検針の結果の１月平均値
によって精算いたします（その１月に夏季
およびその他季がともに含まれる場合に
は、その１月のデイタイムの使用電力量は、
その１月に含まれる夏季およびその他季の
日数の比であん分してえた値といたしま
す。）。ただし、サービス約款23（料金の算
定）（１）イ、ロまたはハに該当する場合は、
次回の検針の結果を料金の計算上区分すべ
き期間の日数に契約電力を乗じた値の比率
によりあん分してえた値によって精算いた
します。

（２）　30分ごとの使用電力量の単位は、最小位ま
でといたします。

（３）　料金の算定期間における最大使用電力は、
記録型計量器により計量される30分ごとの使
用電力量の最大値を２倍した値といたしま
す。

（４）　使用電力量は、供給電圧と同位の電圧で計
量いたします。

（５）　最大使用電力の単位は、１キロワットとし、
その端数は、小数点以下第１位で四捨五入い
たします。ただし、0.5キロワット以下とな
るときは、最大使用電力を0.5キロワットと
いたします。

（６）　当社は、検針の結果をすみやかにお客さま
にお知らせいたします。

（７）　計量器を取り替えた場合には、料金の算定
期間における使用電力量または最大使用電力
は、（８）の場合を除き、次によります。
イ　料金の算定期間における使用電力量は、

取付けおよび取外しした計量器ごとに（１）
に準じて計量した値を合算してえた値とい
たします。

ロ　料金の算定期間における最大使用電力
は、取付けおよび取外しした計量器ごとに

（３）に準じて算定された最大使用電力の
うち、いずれか大きい値といたします。

（８）　計量器の故障等によって使用電力量を正し
く計量できなかった場合には、料金の算定期
間の使用電力量および最大使用電力は、託送
約款等に定めるところにより、お客さまと当
社との協議によって定めます。
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　　　なお、当該一般送配電事業者等は、当該一
般送配電事業者等の供給設備の状況により、
当該夜間蓄熱式機器について通電開始時刻を
前後１時間の範囲内で変更することがありま
す。ただし、通電時間の延長または短縮は行
ないません。

（３）　（１）および（２）の場合の各時間帯区分
の使用電力量は、計量器ごとに計量される各
時間帯区分の使用電力量を合算してえた値と
いたします。

（４）　（１）および（２）の場合の料金の算定期
間における最大使用電力は、計量器ごとに計
量される30分ごとの使用電力量を合算してえ
た値のうち、最大となる値を２倍した値とい
たします。

４　記録型計量器以外の計量器で計量する場合の
特別措置
　30分ごとに計量することができない計量器

（以下「記録型計量器以外の計量器」といいま
す。）で計量するときの使用電力量および最大
使用電力については、次のとおりといたします。

（１）　移行期間における30分ごとの使用電力量
　　　その１月のうち記録型計量器以外の計量器

で計量する期間（以下「移行期間」といいま
す。）における30分ごとの使用電力量は、移
行期間において計量された使用電力量を移行
期間における30分ごとの使用電力量として均
等に配分してえられる値といたします。ただ
し、移行期間の使用電力量を時間帯別に計量
する場合は、移行期間において時間帯別に計
量された使用電力量をそれぞれの時間帯別の
30分ごとの使用電力量として均等に配分して
えられる値といたします。

（２）　移行期間における最大使用電力
　　　移行期間における最大使用電力は、（１）に

準じて均等配分して得られる30分ごとの使用
電力量のうち、最大となる値を２倍した値と
いたします。

附　　　則

１　実 施 期 日
　この料金表は、2024年４月１日から実施いた
します。

２　10時間通電機器にかかわる特別措置
　お客さまが、電気供給規程（昭和51年８月20
日認可。）実施の際現に設置されている標準的
な所要通電時間数が10時間の貯湯式電気温水器

（以下「10時間通電機器」といいます。）を使用
される場合は、当該10時間通電機器を取り外さ
れる日までの期間に限り、当該一般送配電事業
者等は、毎日午前９時から午後11時までの時間
の電気の供給を遮断する装置または計量器を取
り付けます。
　なお、お客さまが10時間通電機器を取り外さ
れる場合は、あらかじめ当社に申し出ていただ
きます。この場合、当社は、10時間通電機器を
取り外される日に、この特別措置の適用を終了
いたします。

３　夜間蓄熱式機器の計量等にかかわる特別措置
（１）　供給約款もしくはサービス約款と選択約款

の深夜電力または供給約款もしくはサービス
約款と選択約款の第２深夜電力の適用を受け
ているお客さまが電化Styleコースに契約種
別を変更される場合等で技術的、経済的にや
むをえず別計量を希望される場合は、お客さ
まと当社との協議のうえ、当該夜間蓄熱式機
器の使用電力量等についてその他の負荷設備
とは別に計量することがあります。この場合、
当該夜間蓄熱式機器については、専用の屋内
電路を施設し、直接当該夜間蓄熱式機器に接
続していただきます。また、当該一般送配電
事業者等は、毎日午後11時から翌日の午前８
時まで以外の時間は、適当な装置または計量
器を用いて電気の供給を遮断いたします。

　　　なお、当該一般送配電事業者等は、当該一
般送配電事業者等の供給設備の状況により、
当該夜間蓄熱式機器について通電開始時刻を
前後１時間の範囲内で変更することがありま
す。ただし、通電時間の延長または短縮は行
ないません。

（２）　（１）に該当する場合で、お客さまが希望
されるときは、当該夜間蓄熱式機器について、
当該一般送配電事業者等は、毎日午前１時か
ら午前６時まで以外の時間は、適当な装置ま
たは計量器を用いて電気の供給を遮断いたし
ます。
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（２）　契約負荷設備のうち夜間蓄熱式機器の総容
量（入力）

　ただし、夜間蓄熱式機器を除く最大需要容量
がサービス約款17（電灯需要〔最大需要容量６
キロボルトアンペア未満〕）（１）イに該当する
場合には、（１）の値は、その最大需要容量に
もとづき定めます。
　なお、最大需要容量は、サービス約款の電灯
需要（最大需要容量６キロボルトアンペア未満）
に準じてえた値といたします。

別　　　表

１　夜間蓄熱式機器
　夜間蓄熱式機器とは、次のいずれにも該当す
るものをいいます。

（１）　主として毎日午後11時から翌日の午前８時
までの間に通電する機能を有すること。

（２）　（１）の通電時間中に蓄熱のために使用さ
れること。

２　オフピーク蓄熱式電気温水器
　オフピーク蓄熱式電気温水器とは、ヒートポ
ンプを利用して主として電力需要の少ない時間
帯に蓄熱し、お客さまが給湯に使用するためま
たは給湯とあわせて床暖房等に使用するために
必要とされる湯温および湯量に沸きあげる機能
を有するものであって、夜間蓄熱式機器に該当
しないものをいいます。

３　休 日 等
　この料金表において、休日等とは、次の日を
いいます。

　　土曜日
　　日曜日
　　「国民の祝日に関する法律」に規定する休日
　　１月２日
　　１月３日
　　１月４日
　　５月１日
　　５月２日
　　12月30日
　　12月31日

４　みなし契約電力の算定
　みなし契約電力は、原則として、次の（１）
によってえた値に0.4を乗じてえた値が（２）
によってえた値以上となる場合は、（１）によっ
てえた値とし、それ以外の場合は、次の算式に
よって算定された値といたします。（この場合、
１キロボルトアンペアを１キロワットとみなし
ます。）
　　�（１）によってえた値＋（２）によってえ

た値×0.1
（１）　契約負荷設備のうち夜間蓄熱式機器以外の

ものについて、原則としてサービス約款18（電
灯需要〔契約電力６キロワット以上〕）（１）
イのお客さまが新たに電気の需給契約を希望
される際に準じて算定された値
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